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「地域の実情に応じた医療提供体制の構築を推進するための政策研究」 

総 括 研 究 報 告 書（令和３年度） 

 

研究代表者 今村 知明（奈良県立医科大学 教授） 

 

研究要旨  
2025 年の地域医療構想の実現に向け、各都道府県の構想区域において今後の医

療提供体制についての協議が進んでいる。平成 30 年 4 月からの第七次医療計画に

おいては、令和 2 年度に各都道府県において中間見直しが行われ、さらに令和 6 年

度からの第八次医療計画の策定に向けて国として検討を開始する時期にきている。

本研究班では、地域医療構想による病床の機能分化・連携、在宅医療・介護連携

の推進をはじめとした医療計画の課題を抽出し、国の施策の検討に資する研究を行

うことを目的とする。研究を機能的に推進していくにあたって、さらに 5 つの分担

研究班に細分化し進めた。①医療計画班においては、医療介護連携や第七次医療計

画中間見直しの評価、分析を通して次期医療計画の論点の整理や指標の検討を実施

した。②感染症企画班においては、次期医療計画への「新興感染症等の感染拡大時

における医療」を追加する場合の政策上必要となる指標および既存事業への感染症

対策関連指標の盛り込みについて検討した。③地域実情分析班においては、医療機

関の統廃合時の会計上の課題についての検討や医療機能の分化・連携を推進するた

めの地域の取り組み事例の調査を実施した。④大規模データ班においては、病床機

能報告や DPC データ、NDB を用いて医師や医療偏在に関する分析や新たな分析

手法の開発を行う。⑤実地検証班では、奈良県、長野県の国保および介護レセプト

を使用して二次・三次医療圏での医療・介護の提供状況を多角的に分析した。  
本研究班の成果を、国および都道府県に随時提供することで、都道府県が進める

地域医療構想の実現、医療計画の質の向上や医療計画の推進（新型コロナウイルス

感染症等の新興感染症への対応を含む。）について成果が得られると期待される。
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Ａ．研究目的 

2025 年の地域医療構想の実現に向け、各都道府

県の構想区域において今後の医療提供体制につい

ての協議が進んでいる。平成 30 年 4 月からの第

七次医療計画においては、令和 2 年度に各都道府

県において中間見直しが行われたところである。本

研究班は、これまで医療法に位置づけられている地

域医療構想、医療計画と密接に関わりながら研究を

進めてきた。 

厚生労働科学研究費補助金「地域医療基盤開発推

進研究事業」として、平成 30 年度から令和 2 年度

において「地域の実情に応じた医療提供体制の構築

を推進するための政策研究（H30－医療－一般

013）」の 3 年間の研究を通じ、わが国における公

衆衛生の専門家が一同に介して研究を進めてきた。

その成果については、第七次医療計画の中間見直し

において、追加的評価指標の検討や選定について技

術的な助言を行い、また地域医療構想においては都

道府県が地域医療構想の実現に向けた医療提供体

制の議論や医療機関連携の検討に資するべく定量

的なデータ分析やマニュアルやツール作成による

支援を行い、その成果を世の中に発信してきた。 

本研究班については、令和 6 年度からの第八次

医療計画の策定に向けて、地域医療構想による病床

の機能分化・連携、在宅医療・介護連携の推進をは

じめとした医療計画の課題を抽出し、国の施策の検

討に資する研究を行うものとする。都道府県が実施

した医療計画の中間見直し、新型コロナウイルス感

染症等の新興感染症の動向や将来の医療需給の予

測を踏まえ、PDCA サイクルを回せるしくみづく

りや技術的な助言、医師偏在対策や医師確保計画、

医療や介護との連携等について課題を整理した上

で、NDB や DPC 等のデータ分析を活用しつつ、

技術的な助言を行う。 

 

Ｂ．研究方法 

本研究班は 5 つの分担班に分けて研究を進め、

班会議を 2 回開催し、研究の進捗状況の管理、調整
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を行いながら進めた。研究の実施体制は図 1 の通

りである。 

 

 
図 1 研究の実施体制 

 

 

医療計画班 

都道府県の第七次医療計画中間見直しの内容を

収集・分析し、課題を抽出する。また、医療介護連

携等、第八次医療計画に向けた論点の整理および指

標検討を実施する。 

 

感染症企画班 

医療計画への「新興感染症等の感染拡大時におけ

る医療」の追加に向けて必要な事項について検討す

る。 

 

大規模データ班 

 病床機能報告の内容の分析、調査項目についての

検討および活用方法の検討を実施する。また、DPC

データや NDB を用いた都道府県や二次医療圏の

医師や医療偏在に関する分析手法の開発を行う。 

 

地域実情分析班 

 地域医療構想の推進に資する急性期医療と回復

期医療との連携事例および医療機関の再編統合に

関する事例の調査を行う。 

 

実地検証班 

 奈良県の医療および介護の KDB データを活用

した分析を実施する。 

 

Ｃ．研究結果 

本年度研究によって以下の成果を得た。詳細につ

いては、それぞれ分担研究報告書を参照されたい。 

 

医療計画班 

入院・入院外の医療需要を体系的に把握し、今後

の医療提供体制の将来像を検討するために、NDB

データを用いて主傷病別の医療需要の分析を行っ

た。分析の結果、5 疾病でカバーされない疾患の占

める割合が大きいことが明らかになったことから、

5 疾病以外の疾患に対応する医療提供体制の検討

には一定の重要性があると考えられた。 

 

感染症企画班 

 新興感染症等の特性を踏まえ、（１）感染性・病

原性・重症化リスクに応じた段階的な医療計画、（２）

改正感染症法の範囲と医療法の範囲の整理、（３）

地域の医療資源量に応じた医療計画の類型化、（４）

感染拡大時に制限する「不要不急な医療」の在り方、

（５）まん延時における都道府県を越えた医療計画

の在り方について基礎的な検討を行い必要な事項

を整理した。 

 

大規模データ班 

2019 年度病床機能報告の報告結果として厚生労

働省ホームページで公開されている全国データを

使用し、圏域別・人員規模別の病院勤務医の状況に

ついてを人員規模の区分に分け、医師人員規模別の

集計を行ない、１)人員規模別の病院数・病床数、

２)人員規模と常勤医師の占める割合、３)都道府県

別の状況、４)人口規模が大きく異なる都県、５)地

域別に見られた特徴を取り纏めた。 

 

地域実情分析班 

地域医療構想の実現に向けて、①医師不足や偏在

に係る課題、②地域の特性にあわせた医療ニーズに

対応し、地域の病院間で共倒れすることなく持続的

な医療提供体制を確保することに向けた課題、③新
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興感染症等が発生した際に効率的かつ効果的に患

者を受け入れることのできる医療体制の構築に係

る課題の実態とその対応について、関係者からヒア

リングを行った結果、医師不足や偏在に対応するた

めには、①医師の属性、専門性や経験などといった

データの収集・分析に基づき、実態に即した戦略を

立案・実行すること、②修学資金貸与制度の受給者

の離脱や義務不履行が生じないよう大学との連携・

協働を強化すること、③大学と県の医療計画にあわ

せた医師の配置をすりあわせることのできるシス

テム構築が重要であることが示された。医師の確保

や効率的な配置が図りにくく、また救命救急医療や

高度・専門的医療、地域医療等の拠点的な機能を担

える病院がなく、病院の役割分担・連携が不十分な

医療圏においては、地域医療が破綻しないように再

編・統合を図ることの取組が必要不可欠であった。

また、新興感染症の重症患者に対応するためには、

急性期機能が破綻しないよう、地域医療構想により

急性期機能の集約化を進めていくことの重要性が

明らかとなった。 

公立公的医療機関等を中心に、異なる開設主体の

組み合わせによる再編統合等で生じる課題や事例

に基づく実情を収集し整理することを目的に、公立

病院の再編統合に係る財務および人事労務につい

て、ヒアリング調査に基づき整理を行った。公立公

的病院の再編統合等の実際では、再編統合等に伴う

人事労務管理の課題を解決するために、給与基準

（給料表） や退職金等に係る制度の新設/変更およ

び運用変更の取り組みが必要不可欠であり、追加的

費用を想定した十分なキャッシュを確保しておく

必要があることが明らかとなった。 

 

実地検証班 

 奈良県KDB 様データを用いて、健康寿命の代理

指標として、死亡又は新たに要介護 2 以上となっ

た状態を「健康状態の終了」と定義するとともに、

発症後 1 年以内の「健康状態の終了」に与える影響

について Standardized Mortality and Disability 

rate（SMDR）を用いて分析し、要介護 2 以上とな

った時点から遡って 6 か月以内に発生した入院主

傷病名と手術名を分析し、要介護状態に影響を与え

た疾病、手術介入を探索的に評価した結果、健康寿

命の代理指標である「要介護状態（要介護 2 以上）」

又は「健康状態の終了（要介護 2 以上又は死亡）」

の契機となりうる疾患を同定し、その影響力の大き

さを比較することが可能になった。 

 奈良県から提供を受けた医療・介護突合レセプト

データを活用し、2015 年度と 2019 年度の在宅患

者数を性・年齢階級別で集計した結果、訪問診療料

及び／又は往診料が算定された実患者数は、2015

年度は男女合計で 12,656 人、2019 年度は 15,042

人であった。両年度ともに 85 歳以上の数が最も多

い傾向にあり、2019 年度の在宅患者数は 2015 年

度と比べ全ての年齢階級で増加していた。 

 

Ｄ．考察 

医療計画班 

地域における入院・外来・在宅に渡る医療機能の

分化・連携という視点から、各地域の医療提供体制

は、各地域内の医療需要の総量に対応する必要があ

ることを踏まえると、今後、5 疾病以外の疾患に対

応する医療提供体制の検討には一定の重要性があ

ると考えられる。 

 

感染症企画班 

新興感染症等の感染拡大時における医療の現状

と医療体制の構築に必要な事項を整理した。また、

体制を構築する上でのチェックポイントを整理し

た。 

新興感染症等の感染拡大時における医療体制の

構築に関するチェックポイントについては、アウト

カムは、評価の難しさの観点から設定することが困

難と考えられた。また、二次医療圏単位で算出可能、

かつ調査・集計が不要な方法で算出可能な項目がチ

ェックポイントとして望ましいと考えられたため、

「外来感染対策向上加算Ⅰ」等、特定の診療報酬項
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目を算定した施設の数や対象医療機関の体制等を

評価できる項目や、「地域療連携加算」等、地域の

感染対策レベルを向上させる取り組みを評価する

項目がチェックポイントとして有用と考えられた。

いっぽうで、G-MIS を通じたデータ利活用も検討

したチェックポイントを設定できる可能性が示唆

された。 

 

大規模データ班 

2019 年度病床機能報告の報告結果として公開さ

れているオープンデータを利用して、病院の常勤換

算医師数に注目した検討を行った。 

2024 年から医師についても時間外労働の上限規

制と健康確保措置の適用に伴い医師の勤務体制の

変化について推測し、医師の勤務体制を人員規模別

に想定し、６段階の人員規模の状況別に可視化を試

みたところ全国では常勤換算医師数の過半が人員

規模 100 人以上の施設に集中していることを確認

した。また、常勤換算医師数が 10 人未満である病

院は全国の病院の過半を占めており全国の稼働病

床の 26%程度を構成している。 

第八次医療計画期間に向けて、2022 年度には医

療計画の策定ガイドラインやデータブックの整備、

2023 年度には各都道府県における医療計画の改定

作業を進められることになる。地域の実情に応じた

医療提供体制の構築に向けては、本研究で取り組ん

だような現状把握の資料に追加して将来推計資料

を整備するほか、データに基づく施策を立案するた

めのロジックモデルの集積や各地域での計画策定

に関わる人材へのデータに基づく政策形成に向け

た普及啓発が必須となってくる。今後はより新しい

時点のデータに基づく分析に取り組むとともに、可

視化資料の改善・拡充に継続して取り組むことが望

まれる。 

 

地域実情分析班 

 医師不足や偏在に対応するためには、二次医療圏

の医療機関や医師の数にだけ着目しても意味がな

く、医師の属性、専門性や経験などのデータを収集・

分析し、施策を整備・展開することが必要である。

また、医師不足といった理由で医師修学資金貸与制

度の受給者を戦略もなく医師不足の病院に送るこ

とは、離脱を招き、また大学の医局が医師修学資金

貸与制度について理解していない場合、義務不履行

の事態を招く。このようなことを回避するためには、

県と大学側が連携して、県の医療計画にあわせた医

師の配置をすりあわせることのできるシステム構

築が必須である。また、医師修学資金貸与制度の受

給者が離脱することなく、キャリア形成を図り、地

域に定着できるようキャリアコーディネーターの

活動が重要となる。医師の確保や効率的な配置が図

りにくく、救命救急医療や高度・専門的医療、地域

医療等の拠点的な機能を担える病院がなく、病院の

役割分担・連携が不十分な場合、地域医療が破綻し

ないように再編・統合を図ることが必要な場合があ

る。新興感染症の重症患者に対応するためには、急

性期機能が破綻しないよう、地域医療構想により急

性期機能の集約化を進めていくことが求められる。 

公立公的病院の再編統合においては、2024 年の

医師の働き方改革や2025年の地域医療構想の実現

が近づいている中、開設主体の異なる医療機関の再

編統合等の議論において、急激な再編統合は、職員

の離職に伴う医療機能の低下や医療機関の経営状

態等への悪影響を与えることが予想される。病院幹

部職員等の経営知識や職員の動機付け等、病院長を

はじめとする病院幹部職員による病院マネジメン

トの役割が重要な論点となる可能性が示唆された。 

 

実地検証班 

奈良県 KDB 様データを用いた分析においては、

健康寿命の代理指標となりうる「健康状態の終了」

又は「要介護 2 以上」となった時点から遡って、任

意の時点までの時間に発生した入院傷病名や手術

名等の治療行為を同定することが可能になり、今後、

健康寿命の延伸につなげるためには、SMDR を用

いた各疾病の発症が「健康状態の終了」に与えるイ
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ンパクトの評価、要介護状態（要介護 2 以上）とな

りうる疾病及び手術等の治療行為との関連、そして

要介護状態となった後の回復状況についても分析

していく必要があることが示唆された。 

医療・介護突合レセプトデータを用いた分析にお

いては、在宅患者の実態を性・年齢階級別に把握す

ることにより、在宅患者の将来推計を行ううえでの

基礎データとなり、今後さらに市町村別集計を併せ

て実施することで、市町村別、二次医療圏別の在宅

患者数の将来推計が可能となると考えられた。 

 

Ｅ．結論 

 本研究の成果は、わが国の地域医療構想（病床機

能分化・連携）および医療計画（５疾病５事業）の

進捗管理にあたって有用なものとして考えられる。 

 

Ｆ.健康危険情報 

なし（非該当） 
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